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今後調達を予定している案件について、次のとおり情報提供を依頼します。 

 

１ 背景 

現在、本市では、庁内ネットワーク（個人番号利用事務系）に設置しているメインフ

レーム（富士通製GS21 3400/10Ｐ OSIV/XSP）上に生活保護システムを構築・運用して

います。今般、国において令和3年度に地方公共団体情報システムの標準化に関する法

律が成立したため、生活保護システムについて標準準拠アプリケーションへの移行を検

討しているところです。 

本依頼は、標準準拠システム等への移行に当たって、システム関連コストの削減を図

るとともに、ご提案、ご意見及び資料の提供をお願いするものです。 

 

２ 情報提供依頼の目的 

標準準拠システムについて、性能、構成、運用方法の調査とともに、構築スケジュー

ルや保守・利用に係る概算費用の把握を目的とし、以下の事項について情報収集を行い

ます。  

(1) システムの導入による効果  

(2) 概算金額  

(3) 導入スケジュール  

(4) 非機能要件の適合性  

(5) 他のシステムへの影響と評価  

(6) システム間連携及び共通基盤との連携方式  

(7) その他システム調達について関連する事項  

※ 標準準拠システムとして見積り等が難しい場合は、既に提供されているパッケ

ージシステム（標準化対応前）でのシステム要件で提案していただいて構いませ

ん。 

 

３ 情報提供依頼の内容 

(1) 提案に当たり前提条件がある場合は、必ずその旨を明記してください。  

(2) 業務改善につながる機能、構成及び運用方法、その他アピールしたいポイントが

あれば提案してください。また、システム本体の機能に限らず、制度改正等の状況、

デジタル・トランスフォーメーションとしての適用事例、AI、RPA、その他ツール

及び自社又は他社のサービスを通じての好事例があれば、要件に記載していないこ

とであっても積極的に提案してください。   

(3) 提案について本市の環境・要件・用語定義等を確認する必要がある場合、質問を

お願いします。  
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(4) 要件及び調達範囲については、発注時の状況により変化するため、今回提示した

ものをそのまま適用するとは限りません。あらかじめご了承ください。  

 

４ 提案書の記載事項 

システムは、ガバメントクラウド上に構築し、庁内ネットワーク（個人番号利用事務

系上のクライアントで使用することを前提とします。本市の規模（人口:約25万人、利

用者:最大職員700人程度・生活保護担当課職員：80人程度）において、各標準仕様書に

記載の「標準オプション機能」をすべて実装する想定で調達した場合の費用（5年間の

使用を想定）としてください。当該機能のうち、カスタマイズ可否が不明な機能につい

ては、費用計算の対象外としてください。 

(1) 提案者の会社概要  

(2) 製品又はサービスの名称  

(3) 基本機能の概要  

(4) システム構成例  

(5) クラウドサービスについて、想定する通信回線に関する条件、ガバメントクラウ

ドに実装する際の課題、非機能要件グレード及びセキュリティ等  

(6) 必要となるクライアント端末の構成及びスペック、プリンタやスキャナ等の周辺

装置 

※ ウイルス対策ソフトその他既存環境の変更に対する見積りは不要です。 

(7) プロジェクト活動方針、構築スケジュール等の工程案 

(8) システム機能一覧（オプション機能含む）及び主たる画面のイメージ  

(9) システム連携要件（業務上の連携を必要とするシステム等）  

(10) 共通基盤との連携要件（電子申請、団体内統合宛名、職員認証、文字情報、印

刷資源等） 

(11) 他の地方自治体における導入実績 

(12) 年度別概算費用見積 

(13) 運用保守に係る体制   

(14) 別添１（技術的要件）について、可能であれば情報提供してください。 

 

５ 標準化対応（関連システム含む）における貴社の方針について 

(1) 標準準拠システム開発予定及び提供開始時期について情報提供してください。 

(2) 本市に対する標準準拠システムの提供可否及び対応可能時期について情報提供

してください。 

(3) 『オプション機能』『経過措置』に対するシステム開発方針及び対応範囲につい

て情報提供してください。  

(4) 標準準拠システムに連携する関連システムと連携要件の対応可能な版数につい
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て情報提供してください。 

(5) システムの構成、提供方針について情報提供してください。 

（ガバメントクラウド上での実装予定のアーキテクチャ並びに使用するサービス、庁

内ダウンリカバリを予定する場合はハードウェア構成等） 

 

６ 提案手続について 

(1) 提出期限  令和7年8月29日（金曜）17時まで 

(2) 提出先   徳島市総務部デジタル推進課 

(3) 提出方法  持参、メール又は郵送 

※ 本市のメールシステムは、1通当たり25Mバイト前後までしか受信できないた

め、それ以上のサイズの場合は別に連絡してください。本市が指定するファイ

ル交換サービスによる送受信を行います。 

 

(4) 提出物   提案書、見積書 

※ 提出物の形態は、電子媒体一式とします。 

※ 提案書の様式は、任意とし、枚数の指定はありません。ただし、印刷時の用紙

サイズはA4又はA3に収めるようにしてください。用紙の向きの指定はありま

せん。 

※ 提案書は、製品パンフレット及びホームページ資料等を活用いただいても構い

ません。 

※ 見積書の様式は任意としますが、国の補助を見込むため別添２（情報システム

の経費区分）が分かるようにしてください。 

 

７ 注意事項 

(1) 本資料による提案及び見積りの依頼については、今後の調達及び契約に関して意

味を持つものではなく、将来の発注や契約を約束するものではありません。  

(2) 提供いただいた情報については、本市内部で使用するものであり、提案者の断り

なく第三者への配布は行いません。ただし、徳島市情報公開条例で定義する公文書

に該当しますので、開示請求があった場合は、請求者に対して開示を行います。そ

のため、企業秘密等に該当し、非開示とする必要がある箇所については、その旨を

明記してください。なお、秘密保持契約が必要となる場合は、別途検討しますので

ご連絡ください。 

(3) 本件見積書及び提案書等一式については、返却しませんので、ご了承ください。  

(4) 本件に係る諸費用の一切について、本市は負担しません。  

(5) 提供いただいた情報・資料に関して、後日確認のために、問い合わせ、デモンス

トレーションの実施及び資料の追加提供の依頼を行う場合があります。  
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(6) 本件に係る本市から提供する全ての情報については、社内にて厳重に管理するも

のとし、第三者に対して開示又は漏えいしないでください。提案終了後においても

同様とします。  

(7) 本市のデジタル化の全体スケジュールに合わせて、締切後にも追加の確認を行う

場合がありますので、ご了承ください。  

 

８ 本件に関する対応窓口 

〒770-8571 徳島市幸町2丁目5番地 

徳島市総務部デジタル推進課 担当 岩井・杉野・岡西 

電話番号  088-621-5095 

電子メール digital_suishin@city-tokushima.i-tokushima.jp 

※ 本件に関する質問、問い合わせは、「様式１ 質問票」に記入の上、原則電子メ

ールにてお願いします。なお、電子メール送信後に受理のメールが本市担当者から

届かない場合は、必ず電話により到着の確認をお願いします。 

 

９ その他 

 本案件に関して本市が想定する今後のスケジュールは、次のとおりです。 

令和７年６月  RFI 

令和７年９月  予算要求 

令和８年６月  業者選定 

令和８年８月～  導入に係るシステム構築作業 

令和９年Ｘ月～  システム運用開始 

 

※本市は導入プロジェクト期間を約 2年程度として想定していますが、システムの

規模・ライフサイクル等により提案者の想定期間を受けて柔軟に対応するものと

します。 

 


